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（百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年５月期第１四半期 3,648 △2.6 △825 － △754 － △586 －

2022年５月期第１四半期 3,745 － △591 － △577 － △448 －

（注）包括利益 2023年５月期第１四半期 △559百万円（－％） 2022年５月期第１四半期 △445百万円（－％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2023年５月期第１四半期 △37.58 －

2022年５月期第１四半期 △28.19 －

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2023年５月期第１四半期 34,703 26,293 75.7

2022年５月期 39,240 27,544 70.2

（参考）自己資本 2023年５月期第１四半期 26,285百万円 2022年５月期 27,536百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年５月期 － 0.00 － 43.00 43.00

2023年５月期 －

2023年５月期（予想） 0.00 － 50.00 50.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無： 無

１．2023年５月期第１四半期の連結業績（2022年６月１日～2022年８月31日）

（注）　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を前第１四半期連結会計期間の期首

から適用しており、2022年５月期第１四半期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値とな

っており、対前年同四半期増減率は記載しておりません。

（２）連結財政状態

２．配当の状況



（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 37,000 0.9 4,600 2.4 4,800 2.0 3,200 2.5 202.43

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無： 無

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用： 無

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ： 有

②  ①以外の会計方針の変更                      ： 無

③  会計上の見積りの変更                        ： 無

④  修正再表示                                  ： 無

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年５月期１Ｑ 16,078,920株 2022年５月期 16,078,920株

②  期末自己株式数 2023年５月期１Ｑ 463,740株 2022年５月期 463,740株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2023年５月期１Ｑ 15,615,180株 2022年５月期１Ｑ 15,920,363株

３．2023年５月期の連結業績予想（2022年６月１日～2023年５月31日）

（注）　当連結グループの売上高は主要顧客である中央省庁及び地方自治体への納期が年度末に集中することから第４四

半期連結会計期間に偏重しており、第２四半期連結累計期間の業績予想が極めて困難な状況にあります。したがい

まして、第２四半期連結累計期間の業績予想を公表しておりません。

※  注記事項

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

(注)詳細は、添付資料８ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事
項（会計方針の変更）」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

（注）　当社及び連結子会社は信託による株式報酬制度を導入しており、期末自己株式数には、当該信託が所有
する当社株式（2023年５月期１Ｑ 463,113株、2022年５月期 463,113株）が含まれております。また、
当該信託が所有する当社株式を、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております
（2023年５月期１Ｑ 463,113株、2022年５月期１Ｑ 158,120株）。

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての

注意事項等については、添付資料３ページ「連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の新たな変異株の流行による感染

者数の再拡大、ロシア・ウクライナ情勢の長期化による資源・エネルギー価格の高騰や急激な円安進行に伴う物価

上昇圧力の高まりなど、依然として景気の先行きについては不透明な状況が続きました。

一方、当連結グループの属する建設コンサルタント業界の経営環境は、令和４年度の国土交通省の予算において

も、基本方針として「国民の安全・安心の確保」「社会経済活動の確実な回復と経済好循環の加速・拡大」「豊か

で活力ある地方創りと分散型の国づくり」の３つの柱が掲げられ、比較的潤沢な公共事業関係予算が組まれてお

り、堅調な経営環境が続いております。

この様な状況の中、当連結グループは、第５次中期経営計画２年目にあたる当期におきましては、１）既存事業

強化とサービス領域の拡充、２）多様化するニーズへの対応力の強化、３）環境変化に柔軟に対応できる経営基盤

の構築、という３つの基本方針のもと、事業拡大に努めております。

これらの結果、当第１四半期連結累計期間の経営成績は、受注高95億18百万円（前年同期比94.1％）と概ね計画

に近い水準を確保し、売上高は工期の延伸等により36億48百万円（同　97.4％）となりました。

損益面においては、営業損失８億25百万円（前年同期は営業損失５億91百万円）、経常損失７億54百万円（同　

経常損失５億77百万円）となり、親会社株主に帰属する四半期純損失５億86百万円（同　親会社株主に帰属する四

半期純損失４億48百万円）となりました。これは、受注の大半が官公需という特性により、通常の営業の形態とし

て、納期が年度末に集中するため、売上高が第４四半期連結会計期間に偏重する傾向にあること、固定費や販売費

及び一般管理費については月々ほぼ均等に発生することから、第３四半期連結累計期間までは利益が上がりにくい

事業形態となっているためであります。

なお、当連結グループのセグメントは、総合建設コンサルタント事業のみの単一セグメントでありますので、セ

グメント別の経営成績は記載しておりません。
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（２）財政状態に関する説明

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べ45億36百万円減少し、347億３百万円となり

ました。

流動資産は、前連結会計年度末と比べ54億34百万円減少し、222億49百万円となりました。これは主に、棚卸資

産が19億99百万円増加した一方で、現金及び預金が53億53百万円、売掛金及び契約資産が25億７百万円、それぞれ

減少したことによるものであります。なお、当連結グループの業務の特性として、業務の完成及び顧客からの入金

が第４四半期連結会計期間に偏重する傾向にあります。

固定資産は、前連結会計年度末と比べ８億97百万円増加し、124億54百万円となりました。これは主に、建物及

び構築物が２億37百万円、無形固定資産のその他に含まれるソフトウェア仮勘定が２億32百万円、繰延税金資産が

２億48百万円、それぞれ増加したことによるものであります。

当第１四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末と比べ32億85百万円減少し、84億10百万円となりまし

た。これは主に、賞与引当金が７億94百万円増加した一方で、業務未払金が７億78百万円、未払法人税等が10億９

百万円、流動負債のその他に含まれている未払金が６億81百万円、未払費用が18億３百万円、それぞれ減少したこ

とによるものであります。

当第１四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末と比べ12億51百万円減少し、262億93百万円となり

ました。これは主に、当第１四半期連結累計期間の親会社株主に帰属する四半期純損益が５億86百万円の損失計上

となったこと、配当金６億91百万円を支払ったこと等により利益剰余金が12億78百万円減少したことによるもので

あります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

当連結グループは、総合建設コンサルタント事業を主な事業内容としており、主要顧客である中央省庁及び地方

自治体への納期が年度末に集中し、売上高については主として顧客に成果品を納品した時点で収益を認識すること

としているため、売上高が第４四半期連結会計期間に偏重する季節的変動要因があります。このため、第２四半期

連結累計期間の業績予想が極めて困難な状況にあります。したがいまして、当連結グループの受注・売上高の管理

は通期ベースを基本としており、第２四半期連結累計期間の業績予想は公表しておりません。

通期の業績予想については、当第１四半期連結累計期間の営業業績が通期の予想に対し想定内に推移しており、

当連結グループを取り巻く景況感も概ね想定の範囲内であることから、現時点では2022年７月12日に公表した業績

予想数値からの変更はありません。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2022年５月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 18,090 12,737

売掛金及び契約資産 5,241 2,734

棚卸資産 3,613 5,613

その他 744 1,170

貸倒引当金 △6 △5

流動資産合計 27,683 22,249

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,372 2,610

土地 2,335 2,335

その他（純額） 586 624

有形固定資産合計 5,294 5,570

無形固定資産

のれん 862 831

その他 323 594

無形固定資産合計 1,186 1,426

投資その他の資産

投資有価証券 2,946 3,035

固定化営業債権 0 0

投資不動産（純額） 435 433

繰延税金資産 504 753

退職給付に係る資産 83 117

その他 1,217 1,231

貸倒引当金 △112 △113

投資その他の資産合計 5,075 5,457

固定資産合計 11,556 12,454

資産合計 39,240 34,703

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2022年５月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年８月31日)

負債の部

流動負債

業務未払金 1,090 312

１年内返済予定の長期借入金 213 212

未払法人税等 1,111 102

契約負債 3,692 3,877

賞与引当金 － 794

役員賞与引当金 26 －

受注損失引当金 264 274

その他 4,149 1,749

流動負債合計 10,549 7,323

固定負債

長期借入金 358 305

繰延税金負債 55 51

退職給付に係る負債 384 357

役員株式給付引当金 78 89

従業員株式給付引当金 31 34

長期未払金 176 176

債務保証損失引当金 10 9

その他 52 62

固定負債合計 1,146 1,087

負債合計 11,696 8,410

純資産の部

株主資本

資本金 2,803 2,803

資本剰余金 4,379 4,379

利益剰余金 20,050 18,771

自己株式 △467 △467

株主資本合計 26,765 25,486

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 612 652

為替換算調整勘定 △0 △1

退職給付に係る調整累計額 160 147

その他の包括利益累計額合計 771 798

非支配株主持分 7 7

純資産合計 27,544 26,293

負債純資産合計 39,240 34,703
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2021年６月１日
　至　2021年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年６月１日

　至　2022年８月31日)

売上高 3,745 3,648

売上原価 2,591 2,589

売上総利益 1,153 1,058

販売費及び一般管理費 1,744 1,884

営業損失（△） △591 △825

営業外収益

受取利息 4 4

受取配当金 13 14

持分法による投資利益 9 32

不動産賃貸料 8 8

その他 6 32

営業外収益合計 42 92

営業外費用

支払利息 1 0

不動産賃貸費用 5 3

支払保証料 2 3

貸倒引当金繰入額 1 11

為替差損 6 －

和解金 7 －

その他 3 2

営業外費用合計 28 21

経常損失（△） △577 △754

特別損失

固定資産除却損 1 24

事務所移転費用 － 6

特別損失合計 1 31

税金等調整前四半期純損失（△） △579 △785

法人税、住民税及び事業税 100 63

法人税等調整額 △230 △261

法人税等合計 △130 △198

四半期純損失（△） △448 △586

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △448 △586

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2021年６月１日
　至　2021年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年６月１日

　至　2022年８月31日)

四半期純損失（△） △448 △586

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 13 40

為替換算調整勘定 △0 △0

退職給付に係る調整額 △10 △13

その他の包括利益合計 3 26

四半期包括利益 △445 △559

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △445 △559

非支配株主に係る四半期包括利益 △0 0

（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

(時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用)

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。)を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第

27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を、将来にわた

って適用することといたしました。これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。
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（追加情報）

（株式報酬制度）

１．役員向け株式交付信託

当社は、2018年８月24日開催の第11回定時株主総会及び連結子会社の定時株主総会決議に基づき、当社

取締役（社外取締役を除きます。）及び一部の連結子会社の取締役（社外取締役を除きます。）のうち受

益者要件を満たす者を対象に、当社株式を用いた取締役向け株式報酬制度（以下、「本制度」といいま

す。）を導入し、2021年８月27日開催の第14回定時株主総会及び連結子会社の定時株主総会において、本

制度の新規導入、継続並びに内容の一部改定について決議しております。（信託契約日　2018年12月７

日）

なお、本制度に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関

する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成27年３月26日）に準じております。

（１）取引の概要

本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」といいます。）が当

社株式を取得し、当社及び連結子会社が定める株式交付規程に基づいて、各取締役に対するポイント

の数に相当する数の当社株式が本信託を通じて交付される業績連動型株式報酬制度であります。

なお、取締役が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取締役の退任時であります。

（２）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除きます。）により、純資

産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度

末353百万円、340,708株、当第１四半期連結会計期間末353百万円、340,708株であります。

２．従業員向け株式交付信託

当社は、2018年７月13日の取締役会決議に基づき一部の連結子会社の執行役員その他所定の職位を有す

る者のうち受益者要件を満たす者を対象に、当社株式を用いた従業員向け株式報酬制度（以下、「本制

度」といいます。）を導入し、2021年８月27日開催の当社の取締役会及び連結子会社の取締役会におい

て、本制度の継続並びに内容の一部改定について決議しております。（信託契約日　2018年12月７日）

なお、本制度に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関

する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成27年３月26日）に準じております。

（１）取引の概要

本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」といいます。）が当

社株式を取得し、連結子会社が定める株式交付規程に基づいて、各従業員に対するポイントの数に相

当する数の当社株式が本信託を通じて交付される業績連動型株式報酬制度であります。

なお、従業員が当社株式の交付を受ける時期は、原則として退職時であります。

（２）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除きます。）により、純資

産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度

末112百万円、122,405株、当第１四半期連結会計期間末112百万円、122,405株であります。

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う会計上の見積りに与える影響）

当第１四半期連結累計期間において、新たな追加情報の発生及び前連結会計年度の決算短信に記載した仮

定について重要な変更はありません。
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業務別
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年６月１日

至　2021年８月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年６月１日

至　2022年８月31日）

（参考）前連結会計年度
（自　2021年６月１日

至　2022年５月31日）

建設コンサルタント業務 6,055 6,034 30,843

調査業務 993 947 4,841

合計 7,048 6,981 35,685

業務別

前第１四半期連結累計期間
（自　2021年６月１日

至　2021年８月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年６月１日

至　2022年８月31日）

（参考）前連結会計年度
（自　2021年６月１日

至　2022年５月31日）

受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高

建設コンサルタント業務 8,942 30,832 8,064 27,699 29,665 22,917

調査業務 1,171 3,562 1,453 3,602 4,408 2,514

合計 10,114 34,395 9,518 31,301 34,074 25,431

業務別
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年６月１日

至　2021年８月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年６月１日

至　2022年８月31日）

（参考）前連結会計年度
（自　2021年６月１日

至　2022年５月31日）

建設コンサルタント業務 3,330 3,281 31,968

調査業務 414 366 4,700

合計 3,745 3,648 36,668

３．補足情報

生産、受注及び販売の状況

① 生産実績

（単位：百万円）

（注）　上記の金額は販売価格に生産進捗率を乗じて算出しております。

② 受注実績

（単位：百万円）

③ 販売実績

（単位：百万円）
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